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大豆生産は世界的に拡大しており、主産地であるアメリカ
合衆国（以下、米国）、ブラジル、カナダなどの国々では、単
収の向上が進み、10ａ換算で280～350㎏に達している。
一方、わが国の大豆作については、単収の低迷が続き、全国
平均で約170㎏/10ａにとどまっており、2021年でみる
と、北海道では250㎏/10ａに達しているものの、都府
県の平均は2000年以降漸減し、135㎏/10ａとなって
いる（図１）。国際情勢の不安定化や円安の影響で穀物の
国際価格の高騰が進むなか、食料安全保障の観点からも、
大豆の単収向上による自給率向上が急務となっている。

　わが国の大豆の作付体系について、畑作と田作（転換
畑）の比率には地域性があり、北海道では畑作の比率が
５割以上を占めるが、単収が停滞している都府県では90
％以上が転換畑で作付けされている（図２）。また、水田

作経営の大規模化が進むなかで、大豆作を主体とする「豆
類」生産の経営体当たりの作付面積をみると、10年間
（2010年～2020年）の増加率は、水稲作に比べて顕著で
あり、特に、都府県では水稲に対して豆類の規模拡大が
相対的に高くなっている（図３）。このことから、急激な
規模拡大のなかで、水田輪作体系における大豆作の比率
が高まっている状況である。
　大豆作の規模拡大の影響について輪作体系との関係で
整理すると、稲－麦－大豆の水田輪作体系において、北
陸以北では、水稲後作での単作大豆は作業の競合が小さ
く（図４）、北陸、東北では、梅雨入り前の比較的天候が
安定している５月下旬から６月上旬の播種が一般的で、大
規模化に対応しやすい状況にある。一方、関東以西では、
麦後の二毛作体系での大豆作が一般的となる。これらの
地域では、麦の収穫後に大豆作のための耕うんや播種作
業を行うが、梅雨時期とも重なってくるため、作業可能
な日数が限られるなかで大規模化への対応が必要となる。
　以上のような、大豆作比率の増大と規模拡大への対応
として、①畑期間の拡大に対応した地力管理②作期拡大
に対応した品種の選定が重要となっている。

　大豆作の比率の増大での輪作体系として３年４作体系
を例にとると、水稲→水稲→麦→大豆のように３年間で
水稲２作から、水稲→麦→大豆→（麦）→大豆の３年４
（５）作への転換があげられる。これまでの報告では（住
田ら・2005、新良ら・2010、小田原ら・2012）、大豆
の作付頻度が５割を超えると土壌の理化学性への影響が
顕著となるとされ、中長期的な有機物減耗と関連する指
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図２　�大豆生産での田作・畑作比率の�
地域間差（農林水産省統計データより）
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図３　経営体当たり作付面積の変化（農林水産省統計データより）
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図１　大豆単収の地域間差と推移（農林水産省統計データより）
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標として、可給態窒素の低下や孔隙率の低下が示されて
いる。
水田土壌の可給態窒素の目安としては、地力増進基本
指針（農林水産省・2008）で目標値が80～200㎎/㎏と
されており、これを目安に土壌診断をもとにした管理が
必要となる。可給態窒素の不足を補うには施肥窒素の増
加も有効であるが、孔隙率などの物理性の改善には継続
的な有機物の還元が必須となる。水田転換条件での地力
維持のためには①大豆作付頻度を５割程度までとする（住
田ら・2005、Nishida et al・2013）②家畜ふん堆肥を
連用施用する（新良ら・2010、金田ら・2018）③水稲、
麦作でのわらを還元する、などが挙げられる。③の有機
物還元は、一般にわらの還元のみでは不十分で、子実ト
ウモロコシの作付けや緑肥の導入なども重要となる。

前述したように、大豆の生産体制が大きく変化するな
かで❶晩播での狭畦栽培に適用できる耐倒伏性品種の選
定❷大規模化にともなう刈り遅れでも収穫ロスが少ない
難裂莢性品種の導入❸早晩性が異なる品種の組み合わせ
による作業競合の回避、などが重要であり、これに対応
した品種の選定・更新が必要となる。
❶については、麦－大豆の二毛作
体系では、麦の収穫後に大豆が播種
されるため、播種期間拡大のなかで
播種時期を早めることが困難な場合
が多く、一般的には晩播の比率が高
まることになる。晩播栽培では、狭
畦密植栽培により、面積当たりの播
種量や株数を増やすことが有効（松
浦ら・2006、佐藤ら・2009、内川
ら・2011）となるが、高密度条件で

は茎が徒長するた
め、耐倒伏性品種
を選定することが
重要となる。❷に
ついては、近年、
既存品種に難裂莢
性を付与した品種
が育成されている
（例：「えんれいの
そら」「フクユタカ
Ａ１号」など）。近
年育成された品種
は、このような難
裂莢や耐倒伏性の

特性を持っており、❸の早晩性が異なる品種の組み合わ
せも考慮しつつ、品種を更新することが望まれる。
品種の更新に関しては、単収増加の顕著な米国では、収
量の安定性や病害虫の回避の点から品種更新が推奨され、
同一圃場で同一品種が連作される頻度は少ない（梅本・
島田・2013）。単収向上の要因解析により「多収品種へ
の更新」と「栽培技術の改善」の貢献度は２：１で、品
種の影響が大きいことが報告されている（Specht et al・
2014）。
これに対し、わが国の大豆作では、相対的に品種更新
が遅い状況にある。表１のとおり、栽培面積が大きい10
品種（戻し交雑後代品種を除く）中６品種が2000年ま
でに育成された品種で、栽培面積が300haを超える30
品種の育成年次を集計した結果（表２）でも、都府県の
栽培品種23品種中14品種が2000年までに育成された品
種であり、面積換算では70％を超えている。
このように、特に都府県では、改良新品種への更新が
進んでいない状況にある。このため、同一品種の継続的
な栽培により、米国で指摘されているような収量の不安
定化を生じている可能性がある。このようななか、米国
品種の多収形質を導入した極多収品種「そらみずき」「そ
らみのり」など、これまでの品種と遺伝的な背景の異なる

品種が育成されるようになった。今
後、実需ニーズも考慮しながら、これ
らを含む多収品種への更新と品種特
性を考慮した栽培技術の適用による
生産の安定化が急務であると考える。

品種の選定・更新の重要性

表２　品種の育成年と年代別の栽培面積

品種育成
年代

品種数 栽培面積（％）

北海道 都府県 北海道 都府県

2001～ ５ ９ 86 27

73～2000 ２ 14 14

栽培面積上位30位の育成品種を集計（表１脚注参照）

表１　作付面積上位10品種と育成年
順位 品種名 育成年 地域順位
１ フクユタカ 1980 九州・東海１位
２ ユキホマレ 2004 北海道１位
３ 里のほほえみ 2011 関東１位
４ リュウホウ 1995 東北１位
５ ユキシズカ 2002 北海道２位
６ エンレイ 1971 北陸１位
７ ミヤギシロメ 1961 東北２位
８ おおすず 1998 東北３位
９ とよみずき 2012 北海道３位
10 タチナガハ 1986 東北４位

（一社）全国農業改良普及支援協会
「国産大豆の品種特性」より集計
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図４　作付体系の地域間差
小麦 梅雨期大豆
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